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論文
環境汚染と貿易理論
楠
?
義
はじめに
わが国は，周知のように， 昭和30年頃に実質総所得が戦前の最高水準を越
ぇ，それ以降つい先頃のオイル・ショックに至るまで，驚異的な経済成長をな
してきた。
人々を物質的に豊かにするこうして経済成長の「代価」としては，従来おも
にインフレーションの弊害が指摘されるにとどまった0。
だがGNP至上主義の狭監な視点を離れて，よりグローバルな視野から物事
をながめ直してみると，成長の代価はインフレーションだけではなかった。大
量の財貨・サービスが生産され消費されるのと同時に，しかも多くの場合それ
らの増加率をおそらく上回る率で，産業廃棄物一ーなかでも特に有害な水銀や
カドミウムや六価クロム等々ーーや自動車などの排ガス， さらに家庭のゴミ
が，大量消費の副産物として大量生産され，限りある地球上の空気や水や大地
が汚染され破壊されてきたのである。
いま，こうした環境汚染が年率7彩で進行するものと仮定すれば，その深刻
さは累積してほぼ10年毎に倍加する。
ダニエル・スーツは，この点に関してすこぶる警鐘的な図を提示している。
（第1図）
1)たとえば，失業率と賃金上昇率との背反関係を主張した有名な「フィリップス曲線」
も，この種の議論に含まれるであろう。
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環境が公害を許容しうる限度
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第1図2): 公害問題が年率 1 彩で深刻化すれば•…·……•
この図の領域 Iは，環境が現に汚染されていてもまだその影響が小さくて，
一般には問題視されない状態である。あるいは，自然の生態学的循環過程を通
じて公害物質の吸収・浄化がさかんに行なわれて，環境汚染があってもそれが
一般に「公害問題」として認識されない段階であるとも言えよう。いずれにせ
ょ，貿易モデルに関して言えば，領域 Iでは公害問題を捨象した従来のモデル
が妥当する。われわれはそのモデルを第I節で簡単に考察する。
領域Iに至ると，公害は人々にはっきりと感知されはじめる。もし，年率7
2)スーツ〔2〕p. 414, Fig. 19-2より。
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彩で環境汚染が深刻化し，かつ人為的な公害防除措置が何ら講じられないと仮
定すれば，公害問題が云々されはじめて一世代 (30年）を待たずに， われわれ
は公害の危機的状況（領域il)に立ち至るであろう。
食料問題や資源問題が近年かなり深刻に考えられ，それらが経済活動に一種
の「天井」を画するものと認識されはじめた。それと全く同じように，領域I
では，公害問題が「天井」となり，生産活動は必らずしも自由には行なわれ
ず，生産は「人々が公害を許容する範囲＝環境基準3)」内に制約されるであろ
う。このように，公害防除（環境保全）活動が行なわれずにたんに「公害の天
井」が設定される場合，従来の貿易モデルが如何に修正されるか，を第I節で
考察しよう。
環境の汚染や破壊が危機的状況に陥った領域皿では，好むと好まざるとにか
かわらず，われわれは生産要素の一部をさいて「公害防除」にふりむけなけれ
ばならない。あるいは，そうした危機的状況に陥る前に環境を修復しようとす
る場合にも「環境保全」活動が行なわれるであろう。いずれにせよ，公害防除
（あるいは環境保全）部門が「第三の産業」として導入された場合， 従来の二部
門貿易モデルがどのように修正されるか，を第皿節で考察する。
要するに，本稿の目的は，最近まで「外部経済」問題として扱われる事の多
かった「公害問題」を「内部化」・「内生化」した場合ー―—公害発生に伴う生産
削減や公害防除活動の導入がなされた場合—，従来の新古典派貿易モデルが
如何に修正されるか，という問題を，簡単化のために線型計画法 (L.P.)の手
法を用いて明らかにすることにある4)。
3)この「環境基準」は，各国の自然条件に依存するだけでなく，その国の人々がどの程
度環境汚染を容認するか，にも依存するであろう。
4)なお本稿は,Anthony Kooの最近の論文〔1〕に刺戟をうけて物された。 Kooは
「一要素・ニ財・ニ公害」モデルを L.P.の手法を用いて展開している。それに対して
本稿では，ヘクシャー・オリーンモデルとの関連を意識して，「二要素・ニ財・ー公害」
モデルが展開される．
ついでながら，封鎖経済の視点からではあるが，同じような問題を投入産出分析を用
いて扱っている興味ある論文として,W. W. Leontief 〔的を挙げておこう。
47 
640 闊西大學『紐清論集」第25巻第6号
ー
本論に入る前に，新古典派の貿易モデルを簡単に考察しておこう。
周知のように，新古典派貿易モデルでは通常，次のような想定がなされてい
る。
1)完全競争経済が仮定され，企業は生産高を極大化し，それによって（超
過）利潤を極大化しようと行動するが， 均衡において（超過）利潤はゼロに収
束する。
2)企業は二つの生産要素（労働 Lと資本K)を用いて，二つの異なる産出
物（ふと X2)を生産する。そしてふは労働集約財，ふは資本集約財である
と仮定しよう。
3)両財の生産部門それぞれにおいて規模にかんする収穫不変の技術条件が
存在する。さらに，簡単化のため L.P. モデルを用いる本稿では，投入係数
a;, は固定的であると仮定される。
4)最後に，各生産要素サービスにたいする報酬を w,rで， また各財の市
場価格を Pぃ凡で示そう。
以上の仮定の下で，モデルは線型代数を用いて次のように表わされる。
企業は，利用可能な要素賦存量(I)の許容範囲内で，所与の技術条件（肛1
aK1 
芸：）に従って，変数である産出量（紅）を動かすことにより生産高(Pi,P2) X 
筏：）を極大化しようと行動する。
max y = (Pi, A)(羹）
sub. to (悶は Zは：）（姿：）~(会） ..... (1-1) 
Xゎ X2;:;:;0 
こうした「生産高（利潤）極大化問題」 と双対関係にある 「要素使用高（費
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用）極小化問題」は，定義により次のように表わされる0。
min z = (L, K) (夕）
sub. to (~1! ~!!) (夕）~(~!)………(1-2)
w, r;;。
ここでの新しい「双対変数」 (w, r) は，言うまでもなく， それぞれ労働
と資本の要素サービスにたいする報酬である。
さらに，線型計画問題における最適解にかんする「均衡定理」によって，
(~ は盆：）（姿：）＜（会）ならば(~) = 0 
(~~: 悶::)(~)> (仇）ならば(§:)= 0 
が成立する2)。従ってまた，これらの対偶命題を求めれば，
(~)> 0 ならば(~はば：）（姿：）＝（会）
（姿：）>o ならば（靡：~:!)(~)= (公）
が成立することが分かる。換言すれば，
・・・・・・・・・(i) 
.. : ... (ii) 
..... (ii) 
..... (iv) 
両財の生産において完全利用されない生産要素があれば，その要素は「自由
財」となって当該要素価格はゼロになる。 (i式）
逆に，要素価格がプラスになるとき，当該要素は完全利用され，従って生産
高（利潤）は極大になる。 (ii式）
また，ある財の生産費が市場価格を超えるならば，その財の産出量はゼロに
なる。 (i式）
逆に，ある財の産出量がプラスになるとき，当該財の生産費は市場価格に等
1)詳しくは，たとえばドーフマン・サムエルソン・ソロー〔3〕の第4章とくに15節等
をみよ。
2)三辺〔4)第7章とくに3節を参照。
なお「均衡定理」の証明は，ゲール〔5〕第1章4節でなされている。
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しくなり，従って要素使用高（費用）は極小になる。 (iv式）
ところで， L.P.モデルの主要な定理である「双対定理」によれば， 「原問題
（極大問題）と双対問題（極小問題）がともに実現可能ならば， それらはいずれ
も最適解をもち，かつ相等しい目的関数値を与える」ことが知られている 8)。
max (Pふ +Pふ）=min (wL+rK) 
また，上式を成立させるプラスの最適解 (Xゎふ）と (w,r)の下では4).
それぞれの制約条件式において等号が成りたつ。
(~ はZは：）（姿；）＝（友）
(~~~ ~:~) (~) = (~~) 
．．．．・(1-3)
．．．．・(1-4)
(1-3)式より，バラメーターとしての要素賦存量(fr)が与えられれば，
A行列（は：~~:)で表わされる所与の技術条件の下で，産出量（紅）が一意的
に決定されることが分かる。すなわちこの式は，「ヘクシャー・オリーン定理」
を示している。
同様に， (1-4)式より，パラメーターとしての財の価格（仇）が与えられ
れば， A'行列で表わされる所与の技術条件の下で，要素価格は一意的に決定
される。つまりこの式は，「要素価格均等化定理」を示しているのである。
要するに，固定投入係数を仮定した簡単な二部門モデルを用いても，・ヘクシ
ャー・オリーン定理と要素価格均等化定理という貿易の純粋理論における二つ
の基本命題が導出され，しかもそれらが互いに双対問題として統一的に把握さ
れうるのである 5)。
3)証明は，ゲール (5〕第1章2節および第3章2節をみよ。
4)言うまでもなく， X1,ふ>oということは，「不完全特化」を意味し， w,r>Oと
いうことは， 「要素の完全利用」を意味する。 いずれも，新古典派貿易論の基本的な~
定である。
5)さらに， リプチンスキ一定理とストルバー•サムエルソン定理—パラメーター（会）
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つぎに，公害が発生するが，環境保全あるいは公害防除に何ら生産要素が用
いられず，ただ当該国は一定の環境基準（経済活動にたいする「公害の天井」）を
設けて，その範囲内で環境汚染を甘受するケースを考察しよう。
II-1 
いま，簡単化のため，公害は一種類（たとえば大気汚染）のみで1)' その発生
はXj財の生産ー単位当り bjであると仮定し，問題の環境基準をRで示そう。
そしてその他の条件には変化がない（前節の仮定が成立する）ものとすれば， モ
デルは次のように表わされるであろう。
max y= (Pi凡）（紅）
sub. t。 (i~:的（紅）；；；（象）
sub. to (靡：幻仇）に）疇）
冗
w, r, 冗；；； o 
・・・・・・・・・(2-1) 
ふ， x2;;;o 
これの双対モデルは定義により次のようになる。
min z = (L, K,R)り）
..... (2-2) 
ここで新たに現われた「双対変数」冗は， Rで示されるある「能力」の限界
と（仇）が変化した場合，変数（袋）と（ク）に如何なる変化が生ずるかという問題ー一
は， (1-3)式と (1-4) 式を微分しても， また明快な幾何学的手法によっても，
明らかになる．三辺〔4〕第7章，拙稿〔7〕第1節をみよ。
1)公害が多岐にわたる場合でも，もし何らかの指標を用いてそれらをひとまとめに簡単
化できれば，以下の諮論は成立するであろう。
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単位に帰属する潜在価値を表わすものと解釈できる。すなわちその「能力」と
は，当該国において自然環境が公害物質を吸収・浄化（再循環）する能力であっ
て，この場合，自然環境はもはや従来のように「自由財」ではなくなり，労働
や資本につぐ第三の「生産要素」として機能する。そしてこの自然環境＝「環
境容量」の限界価値，あるいは逆に言って，「公害の社会的限界費用」が冗で
示されるのである 2)。言うまでもなく，大自然に恵まれ生態学的循環が旺盛な
「環境容量」の大きい国では，この Rの制約が比較的ゆる＜，従って冗の値
は小さいであろう。 しかしわが国のように自然環境が稀少化した「公害先進
国」では， Rの制約がきつく，冗の値はかなり大きいものと推測される。
ともあれ，ここにわれわれは，従来の二財，二要素モデルに「自然環境」あ
るいは「環境基準」が第三の制約条件として加えられた「二財・三要素モデ
ル」をもつことになる。
ところで，この国の「生産可能領域」は， (2-1)式より，従来の二財・ニ
要素モデルの下での「領域」＝第2図と，公害による生産の制約状態を示す第
3図を重ね合わせてできる第4図によって表わされる8)。
いまここでも，不完全特化 (Xj>0)を仮定すれば，
（靡：ば； i~) に）＝（仇）
冗
..... (2-3) 
が成立する。
第4図に則して言えば，不完全特化の場合，交易条件を示す直線 (t線）の
勾配は， K線よりもきつく， l線よりもゆるくないといけない4)。
2)敷行すれば， RはLゃKと同様に，一方では「生産要素」として機能し，同時に他
方では生産を制約する「要素賦存量」として機能する。 Rが前者の働きをする場合「環
境容量」とよび，後者の働きをする場合「環境基準」とよぶことにする。
3)第4図は，この図以外にも， 各財生産の技術条件のJと公害発生量句の如何によっ
て， r線が K線を（左から右へ）下から横切る場合と， r線がl線を上から横切る場合
の二つのサプ・ケースが考えられる．
4)例外的に， t線の傾きが， K線もしくはl線の傾きと一致する湯合も，不完全特化が
成立しうるが，この場合，同時に完全特化の可能性も存在するので，ここではこの場合
を排除しておく。
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そこで，
(1) k線の傾き<t線の傾き<r線の傾きの場合（第5図の場合）
生産はK線と r線の交点aで行なわれ，実際に生産を制約するのは KとR
であり， Lは「自由財」となる。従って， w=0。
(2) r線の傾き<t線の傾きくl線の傾きの場合
生産は r線と l線の交点bで行なわれ，実際に生産を制約するのはRとLで
あり， Kは「自由財」となって， r=Oが成立する。
(3) r線の傾き=t線の傾きの場合
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この例外的な場合には，生産は線分ab上のどこかの点で行なわれ， 実際の
生産はRのみに制約される。換言すれば， LとKは「自由財」となりw,r= 
0が成立する。
かくして，二財を生産するのに，「供給側の条件」として，三要素が与えられ
た場合でも， 「需要側の条件」としての交易条件が決まれば，実際の生産は通
常，二要素（例外的には一要素）の制約条件によって決定されることが分かる。
さらに，公害が生産にたいして「第三の制約」を加えるものと仮定した上の
(1)~(3)のいずれの場合においても， Rの制約が効いている。従って， (2-3)
式で示される公害問題を内生化したという意味で「社会的な生産費」 (aL;W+ 
aK;r+b戸）は，前節で示された企業ベースの私的生産費 (aL;W+ GK;r)に比
べて「公害の社会的費用」部分 (b;冗）だけ高まる5)ことが分かる。
II-2 
つぎに，「環境基準」 Rの制約がややきつくなり， それに対応して， 当該国
にとって「豊富な要素」が生産を制約しなくなるケースを考察しよう。
いま具体的に，問題の国を労働豊富（資本稀少）国と仮定すれば，「原問題」
においてこの国の生産を制約する「有効な」条件6)は次のようになる7)。
(b~1 b: り（姿：）＝（岱） ・・・・・・・・・(2-4) 
X1, X2~0 
5)但し，冗は W や rと同列の「内生変数」ではなく，与えられた自然環境の下で，「環
境基準」 Rと同様に社会的に決定される一種の「政策変数」とみなしうるであろう。
なお，言うまでもなく，「公害の社会的費用」の具体的内容は，たとえば「生活環境」
が悪化したり，その結果，医療費等がかさんだり，果ては死亡率が高まったり，といっ
た形で現われている。
6)「有効な」というのは， r,冗>Oという意味で。
7)これは， II-1節のケース(1)に相当する。もし当該国が資本豊富国だとすればII-1節
のケー ス(2)が妥当する。
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換言すれば，この国にとって「豊富な要素」 Lは，もはや生産を制約せず「自
由財」となり，従って w=Oが成立する。それゆえ， ここでも不完全特化
(Xj>O)を仮定すれば，「双対問題」の制約条件は次のようになる。
(~:~i~)(~)=(~~) ..... (2-5) 
r, 冗>O
(2-4)式より明らかなように，「稀少要素」 Kと「環境容量」 Rの「賦存
量」が与えられれば， (g~1g:2)の所与の「技術条件」（各財の生産における「稀．
少要素」必要量と「公害発生量」）の下で，各国の生産量は一意的に決定される。
（ヘクシャー ・オリー ン・ケー ス）
同様に， (2-5)式より 両財の価格Pi,P2が与えられれば， aK1 bi （年2bJ 
の所与の技術条件の下で，稀少要素の価格rと公害物質を吸収・浄化する「環
境容量」の限界価値（公害の社会的限界費用）冗が一意的に決まる。 （「要素価格」
均等化のケー ス）
]Iー 3
最後に， 「環境基準」 Rの制約がたいへんきつくなり， それに対応して，生
産にたいする「豊富な要素」はもちろん「稀少な要素」の制約も無効となる極
端なケースを考察しよう 8)。
この場合，「原問題」における 「有効な」制約条件は次のように簡単化され
る。
(b1 b2) (羹）=R ..... (2-6) 
Xぃ X2~0
すなわち，生産要素LとKは「自由財」となり，従って，「双対問題」におい
て，要素価格 w, rはともにゼロになる。それゆえ， 不完全特化を仮定すれ
8)これは， II-1節のヶー ス(3)に相当する。
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ば，「双対問題」の制約条件も次のように簡単になる。
(i~)冗＝（岱） ..... (2-7) 
冗>o
ここで， Rを「労働」賦存量， b;をふ財の生産ー単位に必要な「投下労働
量」，冗を「労働力」（労働用役）の価格， （局は勿論均の価格）と解釈すれば，
このケースは「二財・ ー要素」モデルのリカード・ケースに相当する。
この場合，各国の生産は， 所与の「環境容量」 Rの下で，各財の生産ー単
位当りの公害発生量 b1 (技術条件）にのみ依存する。従って各国は，比較的公
害発生率の小さい財に「比較優位」をもち，自由貿易開始後は，その財の生産
に完全特化するであろう 9)。
][ 
つぎに，当該国の公害発生量が増加し，その自然環境が公害物質を吸収・浄
化（再循環）しきれず， 生産が制約されるので， この「環境容量の天井」を高
めるために生産要素 (LとK)が用いられる，すなわち，公害防除部門が「第
三の産業」として導入されるケースを考察しよう。
前節の仮定を踏襲し，公害は一種類で，その発生はふ財の生産ー単位当り
b1であるとすれば，公害総量 Xaは次のようになる。
Xa=bふ +bふ ..... (3-1) 
いま，この公害を一単位除去するのに，労働は aLs, 資本は aKsだけ必要
で，かつ公害が完全に除去されるものと仮定1)すれば，両財の生産に加えて公
9)このことは， (2-6)式を用いて各国の「生産可能曲線」 を描けば， 容易に了解で
きる。しかしながら (2-7)式からは，財の価格 (P;)と「要素価格」（ここでは冗）
の間に興味ある関係をひきだすことができない。
1)公害を部分的に (100a 96だけ）除去する場合でも（但し， o<a:;;;;1で政策変数），
以下の議論は， (3-1)式の Xaの代りに aXsを用いれば，成立するであろう。
なお，公害防除部門がみずからも公害を発生させる場合も，比較的簡単に扱うことが
できる.Ko゜〔1〕p. 237 fn. 2をみよ。
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害の除去にも生産要素が投入され，モデルはさしあたり次のように表わされる
であろう。
max y= (Pi P2) (紅）
sub. to (~ はば：出）（鵞）~(女）
ふ， X2,Xa, 図
ところで，この制約式のふは独立変数ではない。独立変数はふとふの
みで，ふはそれらの値に従属している。それゆえ，この式のふに (3-1)
式を代入し， a,sb, を Cijと書きかえれば（但し， i=L,K;j= 1, 2), モデ
ルは次のように定式化される。
max y= (Pi A) (紅）
sub. to (如+cu,如+cL2)(ふ L
aK1 +cK1, aK2 +cK2 X主（砂
Xぃ X2図
これの双対モデルは次のようになる。
min z = (L, K)(夕）
sub. to (叩+cLl,aK1 +CKl) (W)~(凡
叫 +cL2,aK2 +cK2 r P2) 
w, r~O 
..... (3-2) 
..... (3-3) 
そしてここでも，完全雇用と不完全特化を仮定すれば，上の二組の制約式に
おいて等号が成立する。
（知 +cLl,aL2 +cL2) (叫 =(L
ax1 +cx1, ax2 +cx2 ふ K)
(~~! !~~!: ~!! !~:!) (~) = (~!) 
・・・・・・・・・(3-4) 
..... (3-5) 
これらの式をそれぞれ第 1節の (1-3),(1-4)式と比較すれば，
まず，当然のことながら，公害物質を除去するために生産要素を用いた場合
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{3-4式）は， そうでない場合 (1-3式）と比べて，両財の生産に投入され
2 
る要素 i がその分 (~Cij X;, i=L, K)だけ減少する。従って，各財の相対
J=1 
価格が不変だとすれば， リプチンスキ一定理により，両財の生産量はそれに応
じて減少するのであるが， エッジワース・ボックス・ダイヤグラム（第6図）
2 2 
を用いれば，要素減少比率 (I;CKjふI:CLjふ=aKS!aい）2) の如何によっ
J=1 i=1 
ては当該国の貿易パターン逆転の可能性が存在することが分かる。すなわち，
第 6図において，横軸に労働賦存量，縦軸に資本賦存量をとり， 01入なは労
働集約財ふの生産に必要な資本・労働比率 (aK1!aL1)を， 02ふは資本集約
K 
01 
／ ／ ／ ／ ／ ／ ／ ／ ／ ／ ／ ／ ／ ／ ／ ／ ／ ／ ／ ／ ／ ／ ／ ／ ／ 
L 
第 6 図
Oz 
2 
.2)・：与式の左辺に c;;=a;sb;を代入すれば， 分子分母にこ幻X;なる共通項が表わ
i-1 
れ，右辺がみちびかれる。
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財ふのそれ (aK2/a心を示すものとすれば，公害防除部門が導入される以
前の生産は P点で，従って両財の産出比率は C01P/02P)で表わされる。
いま，公害物質を除去するのに生産要素が投入され，従って両財の生産に用
いられる要素量が減少したとすれば，両財生産のエッジワース・ボックスは縮
小するが，
1)縮小後の X2財の生産原点が，元のエッジワース・ボックスの対角線
01 02上に位置する（たとえば 0'2の）場合，換言すれば，公害防除部門の資
本・労働比率が当該国の要素賦存比率に等しい (aKB!aLB=K/L)場合，新し
い生産点は P'に移り，両財の産出比率は以前と変わらないであろう 8)。 この
場合，貿易パターンは「中立的」変化をする。
2)しかしながら，たとえ当該国が労働豊富国であっても， もし， aKalaLB
<KILであれば，すなわち，公害を除去するのに労働が資本に比ぺて多量に
必要で，たとえばいま，ベクトル 02028で示される分だけ公害防除に生産要
素が投入されたとすれば， X2財の新しい生産原点は 026へ，新しい生産点は
PNへ移動する。かくして， 当該国は労働豊富国であるにもかかわらず， 資本
集約財 X2の産出比率が以前よりも高まり 4)' 貿易パクーン逆転の可能性が生
ずる 5)。
3)他方， aKS!aLB>KILであれば，当該国の稀少要素である資本が公害の
防除に集約的に用いられ，その結果， X2財の新しい生産原点がたとえば0メ,,
へ移動したとしよう。このとき新しい生産点はP"'に移動し，従来の貿易パタ
ーンはより一層強化されるであろう 6)。
さらに，公害を防除する場合 (3-5式）は，最初から公害のない場合 (1-
3) P'02'II P02より， 02P/P01 = 02'P'I P'01 
4) P"OなIIP02より， 0211P" IP" 01 > 01 Pl P01 
5)この可能性が実現するか否かは，自国のみならず貿易相手国のエッジワース・ボック
ス・ダイヤグラムを描き，それらを重ね合わせてみれば，明らかになる。
6) P"'02"'//P02より， 02111P"'I P"'01 < 02P/ P01 
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4式）と比べて，各財の生産費が上昇するが，この上昇部分を ilPJとおけば，
幽=cu w + en r = b1 (aLS w + aKS r) =虹
.dA Cい W+ CK2 r 妬(aい w+aKSr) b2 
..... (3-6) 
が成立することが分かる。すなわち，仮定により公害が完全に除去される時，
各財の生産費は， その財の生産ー単位当りに伴う公害発生量b;に比例して上
昇する。こうした追加的費用を払えば，われわれは「公害のない社会」に住む
ことができる。
他方，公害を防除せずに一定の「環境基準」の下でそれを甘受する場合 (2
-3式），私的生産費の追加的上昇はないがその代りわれわれは，各財の生産一
単位ごとに環境汚染という形の「社会的費用」の支払いを余儀なくされる。こ
の公害による費用の追加部分を AC;とおけば，
幽＝虹王＝虹
.dC2 b2冗 b2
が成立することが分かる。
..... (3-7) 
かくして，公害を放置して各財の私的生産費を低くし， その代りにわに比
例した環境汚染という形の「社会的費用」を払うか，それとも，公害を防除し
て汚染されない環境に住む代りに， b;に比例した（私的）生産費の上昇という
犠牲を払うか，このモデルの諸前提を認めるかぎり，いまやわれわれはこの社
会的な二者択ーをせまられていることが明らかになる。
要約すれば，環境汚染（公害）が外国貿易に影響を及ぽす場合は二通り考え
られる。
第ーは，公害防除部門が導入された場合で，
i)まず，両財の産出量にたいして「生産効果」が生ずる。もしも公害防除
部門に，当該国の相対的に豊富な要素が集約的に投入されるならば，貿易パタ
ーン逆転の可能性が生ずる。
ii)さらに，この場合， 「価格効果」が発揮され，各財の生産費は，公害防
除費用分 CLJw +cx1 r = b1 (aLS w+axs r)だけ従来より上昇する。
第二は，たんに「公害の天井」が設定される場合で，
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ii)各国の「環境基準」あるいは「環境容量」 Rの如何に応じて「公害の社
会的費用」 b;冗が一種の帰属価格 (shadowprice)として算出できる。それゆ
ぇ，もしもこの「価格効果」が有効に作用するメカニズムが働いて．公害のタ
レ流し等による「社会的費用」部分の他者への転稼が企業ベースにおいて許さ
れないようになれば7), 各財の生産費は b戸：だけ従来よりも上昇する。
かくして， i)ii) いずれの場合でも，公害問題が内生化された後の各財の
生産費は b;に比例して上昇し，他の条件に変化がなければ，各国は比較的公
害発生率b1の低い財に比較優位をもつであろう。
(1976. 1. 4脱稿）
付記 小稿作成にあたり，三辺信夫先生から二，三の貴重なコメントをいただい
た。ここに記して謝意を表します。
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